
原子力規制における
確率論的リスク評価の活用

について

原子力規制庁 検査監督総括課

検査評価室

村上 玄

2024年9月11日 2024年日本原子力学会 秋の大会



2

原子力規制におけるPRA活用分野
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• 重大事故対策の有効性評価に際して、重大事故対策を施す前の
施設に対するPRA（通称「裸のPRA」と呼ぶ。）を用い、有意な
頻度又は影響がある事故シーケンスに見落としがないかについ
て、事業者の評価を確認している。

• その結果、地震・津波PRA を用いた場合に、複数の新たな事故
シーケンスが見出される場合があったものの（建屋破損、格納
容器破損、大LOCA（BWR）、蒸気発生器伝熱管複数破損（PWR）、
最終ヒートシンク機能喪失（BWR）など）、多くの場合は有意
ではないとして事故シーケンスに含めていない（なお、東海第
二については、津波に対して最終ヒートシンク機能喪失を追加
している）。

１．新規制基準適合性審査でのPRA活用

PRA手法については、
主に日本原子力学会標準を参照しつつ、確認している。

（各プラント審査書より）
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※東海第二の例
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※東海第二の例
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※東海第二の例
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・原子力規制検査における検査指摘事項については、安全上の重要度
（「赤」、「黄」、「白」、「緑」の４区分によって事業者のパフォーマ
ンス劣化を判定するが、スクリーニングの結果「白」以上となる場合には
詳細なリスク評価を実施することとなる。炉心損傷頻度（CDF）及び格納
容器機能喪失頻度（CFF）を用い、事業者のパフォーマンス劣化を評価す
る。

・評価にあたっては、通常時とパフォーマンス劣化時との差分としてΔCDF 
及びΔCFF を算出するが、その際事業者のPRA モデルを用いるため、その
適切性を確認し、結果を原子力規制委員会に報告している。

・また、プラント毎のリスク情報をまとめた「リスクブック」を現地規制事
務所に配布し、日常検査で参照している。

２．原子力規制検査でのPRA活用

PRA手法については、
主に米国ASMEのPRA標準との対比が論点となっている。
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（参考）原子力規制検査の概要
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３．まとめ

○PRAという評価手法がどうあるべきか、という姿について、規制側として明確な
ものがあるわけではない。

○これは、規制において確率論的リスク評価の結果を参照するものの、直接行政判
断の基準として用いるわけではないということと、PRAを活用する目的に応じて、
確認の深さや項目が変化するためと思われる。

○現在、リスク情報の活用面の議論が種々なされているが、行政的には参照にとど
めるとしても評価結果の公平性などは懸念事項。PRAに関する個々の課題にどの
ように向きあうべきか（考慮すべきか、放置・無視してかまわないのか、活用上
の取扱いを整理しておくのか）。

＜PRAとはどうあるべきか？＞
■プラント毎に違ってよいのか悪いのか
■機器故障データ収集の信頼性はどうなれば良いのか
■保守的な設定でよいのか など

＜より有効な活用をめざして＞
■PRAをより有効に活用する工夫があってもよいのではないか
（例：詳細なツリー構造で因果関係がたどれるメリットをもっと活かせないか）

→どんなことについて共通理解が必要か

（私 見）


